別紙

現　地　予　備　調　査　指　示　書

	現地予備

調査日時
	令和 　 年 　 月 　 日　ＡＭ・ＰＭ　　  : 　 ～

	申 請 者
	

	申 請 地
	浜松市　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	建築物の用途
	

	該当条項号

（内　容）
	法34条　　号（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

法29条本文　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	区　分
	自己居住用　・　自己業務用 　・　その他(非自己用)

	立 会 者
	開発者・設計者等
	

	
	土地政策課
	新谷・笠原・松下・丸田・石津谷

	
	道路保全課
	山口・宮崎

	
	　　　　　土木整備事務所

（　　　　　　グループ）
	

	
	農地利用課

（＿＿＿＿＿＿グループ）
	

	
	公園管理事務所
	

	
	消防局警防課
	

	
	農地整備課
	

	項目

チェック

※項目を確認し□にレ点をして

提出すること

※項目に該当しない場合はその理由を別紙に記入し添付すること


	(1)開発に関連のある公共施設
	□道路(市道・県道)

□道路(国道)

□河川(浜松市管理)

□河川(県管理)

□道路(農業)

□水路(農業)
	□公園

□消防水利

□下水

□上水

□その他（　　　　　　　）

□その他（　　　　　　　）

	
	(2)開発不適地の非該当確認
	　・土砂災害防止対策の推進に関する法律による

土砂災害特別警戒区域 該当　

　　□特定開発行為の申請により制限解除の見込有

・土砂災害特別警戒区域 非該当

　□土砂災害特別警戒区域 非該当



	項目

チェック

※項目を確認し□にレ点をして

提出すること

※項目に該当しない場合はその理由を別紙に記入し添付すること
	2)開発不適地の非該当確認
	　    □急傾斜地崩壊危険区域　非該当

	
	
	□特定都市河川浸水被害対策法による

浸水被害防止区域　　　非該当

	
	
	　    □建築基準法による災害危険区域 非該当

	
	
	　    □地すべり等防止法による地すべり防止区域 非該当

	
	(3)埋蔵文化財
	□文化財包蔵地が開発区域に存し文化財課と打合せ済

□文化財包蔵地が開発区域に無い

	
	(4)警察協議
	□出入口等警察協議にて指摘事項無し

□出入口等警察協議にて指摘事項ありで計画に反映済

	
	(5)開発残地
	・開発残地が存する場合

□誓約書添付　　　　　□土地利用済

□属人性の開発許可でかつ開発区域内で土地利用が可

・開発残地が無い場合

□残地無し

	
	(6)宅地造成等

規制区域
	□区域内　　　　　　　

□区域外　　　　　　　

	
	(7)収用事業
	・収用対象地が開発区域内に存する場合

　　　□各土木整備事務所と協議済み

　　・都市計画決定された収用対象地が存する場合

□都市計画課(浜北区・天竜区は北部都市整備事務)
　　　　と協議済み

　　・都市計画決定された収用対象地無い場合

　　□都市計画決定された収用対象地無い場合

・収用対象地が無い場合

　　　□収用対象地無し

	
	(8)風致地区
	□地区内緑政課と事前協議済

□地区外　　　　　　

	
	(9)農地法・農振法
	・開発区域に農地が存する場合

□農用地振興地域外

□除外通知済（　　回　除外申請No　　）

・開発区域に農地が無い場合

　　　□農地無し

	項目

チェック

※項目を確認し□にレ点をして

提出すること

※項目に該当しない場合はその理由を別紙に記入し添付すること
	(10)移設対象

※電柱が共設している場合は両方レ点
	（移設・新設がある場合にレ点）

・中部電力

□移設 　□新設

・西日本電信電話会社(NTT西)

□移設 　□新設

・中部ガス

□移設 　□新設

・自治会防犯灯

· 移設　□新設

　　　・その他(　　　　　　)

· 移設　□新設

	
	(11)区域区分等の区域境の有無


	・区域区分等の区域境が区域内に存する

□用途地域境（　　　　　　、　　　　　　　）

□区域区分境（　　　　　　、　　　　　　　）

・区域区分等の区域境が区域内に無い

　　　□区域内に無し

	
	(12)許可要件以外の接道状況


	・許可要件以外の道路が存する場合

□基準法第42条第1項第1号道路(4m以上)

□基準法第42条第2項道路

□基準法法外道路

・許可要件以外の道路が無い場合

　　　□許可要件以外の道路無し

	
	(13)景観法
	□該当

□土地政策課 景観・歴史まちづくりGと事前協議済

□非該当　

	
	(14) 土壌汚染対策法
	□該当

□環境保全課と協議済

　□該当無し

	
	(15) 地区計画等の区域

	□区域内

□土地政策課 景観・歴史まちづくりGと事前協議済

□区域外

	
	(16) 浜松市

立地適正化計画

(注)浜松市立地適正化計画届出のチェックリストを参照すること
	□届出要（誘導区域外での建築）

※届出要の場合は工事着手の30日前までに都市計画課に提出すること

□届出不要　

	
	(17) 災害イエローゾーン(土砂災害警戒区域、洪水浸水想定区域)の避難
	□災害イエローゾーン内
□避難所までの避難路を確認している

□災害イエローゾーン外

	指 示 内 容　　＜共通事項＞
	回　答　　＜共通事項＞

	· 『浜松市開発許可指導基準』を遵守すること。

· 市街化調整区域においては『市街化調整区域における開発許可制度の運用基準』を遵守すること。

· 市街化調整区域においては開発区域を分筆すること。

· 土量計算書を添付すること。

· 開発行為許可に関する標準処理期間は、受付日から60日間です。（『市街化調整区域における開発許可制度の運用基準』94ページ）
	

	指 示 内 容　　＜宅地分譲＞
	回　答　　＜宅地分譲＞

※宅地分譲以外の場合は回答不要

	· 道路の新設がある場合は、隣接地所有者に対して新設道路計画（道路斜線制限等の規制を含む）について説明した説明記録や道路斜線検討図などを添付すること。
	

	指 示 内 容

＜宅地分譲又は縁辺集落制度＞
	回　答

＜宅地分譲又は縁辺集落制度＞

· 宅地分譲又は縁辺集落制度以外の場合は

回答不要

	· ごみ集積場について廃棄物処理課と協議をし、協議録を添付すること。

· ごみ集積場の設置場所については周辺住民(隣接地や、道路向かいの住民等)の理解を得ておくこと。

· 宅地分譲（専用住宅）の場合は、植栽設置の確認書を添付すること。
	

	指 示 内 容(追加指示事項)
	回　答

	
	


R6.4.1更新








 
4/4

